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研究動機・目的 

税務訴訟は納税者の法律上保護された権利を守

るための制度であるにも関わらず、これまでの税務訴

訟における納税者側の勝訴率は約１０％と極めて低

い。そこで日本における税務訴訟の裁判はどのように

行われているのか研究したいと考えた。本研究では、

税務訴訟について実際に行われた裁判例を挙げ、ど

のような裁判が行われたのかを研究する。また、そこ

から日本における、訴訟や税に関する問題点を見つ

け、課題や対応策を提案する。 

 

１．税務訴訟の概要 

 （１）税務訴訟の定義・分類 

    税務訴訟とは、所得の認定を争う訴訟であり、租

税によって生じる法律上の紛争を解決するための

裁判の手続きのことである。これによって納税者の

法律上保護された権利を守ることが目的である。 

    税務訴訟は課税をめぐる「課税訴訟」と徴収をめ

ぐる「徴収訴訟」とに分類される。課税訴訟には「取

消訴訟」、「無効等確認訴訟」、「無作為の違法確

認訴訟」などがあり、徴収訴訟には「通常訴訟」を

はじめ、「手形訴訟」、「小切手訴訟」、「少額訴訟」、

「争点訴訟」などがある。税務訴訟は一般的に更正

処分の取消を求めるものであり、行政事件訴訟法

に基づく訴訟である。 

 （２）税務調査から税務訴訟への流れ 

   ①税務調査の結果 

     税務調査の結果を踏まえて、二つの処理がある。

一つは税務署や国税局から税務上の問題を指

摘され、納税者自らが納税申告を修正し申告す

る、修正申告である。二つ目は納税者の税務申

告に問題があった場合に税務署長や国税局が

これを是正するための行政処分である、更正処

分である。修正申告は納税者自らが申告内容の

誤りを認めて自主的に正すことであるため、その

後、不服をいうことはできない。一方更正処分は

納税者が修正申告に従わない場合に税務署が

行う処分であるため、不服があれば税務署長に

異議申し立てをすることができる。そしてその結

果に不服なら、審査請求をし、さらに不服なら裁

判所へ提起することができる。 

   ②異議申し立て 

     税務署長や国税局長が行った更正処分等に不

服がある場合に行う、その原処分行政庁に対す

る不服申し立てである。異議申立書を提出する

ことで、その後税務署長が異議決定（却下、棄

却、取消、変更）をする。 

   ③審査請求 

    税務署長や国税局長に対する異議申し立てを

行い、その結果である異議決定について、なお

不服がある場合に行う、国税不服審判所長に対

する不服申し立てである。異議決定書の提出後、

国税不服審判所長が判決（全部取消・一部取

消・変更・棄却・却下）を行う。 

   ④税務訴訟 

       国税不服審判所長が行った判決に納得がい

かない場合に裁判を提起する。 

税務訴訟はⅠ．申し立て Ⅱ．主張 Ⅲ．立証

の三つの段階から構成されている。 

 （３）税務訴訟の現状と背景 

    税務訴訟で納税者側が勝訴する確率は以下の

図表１のように約１０％と非常に低い結果となって

いるのが現状である。その背景には、現在の税務

訴訟における証明の程度が挙げられる。税務訴訟

においては納税者に対し、証明の程度が高く要求

されていると思われる。納税者は自身の主張が正

しいということについて、裁判官に確信を抱かせる

ような立証をしなければならない。いくら課税庁の

違法を主張しても、それが証拠によって裏付けられ

なければその主張はほとんど意味を持たない。 
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また、もう一つの原因として考えられるのは、これ

まで税法の専門家である税理士が税務訴訟に関

与することが出来なかったことである。税務訴訟に

よって納税者が勝訴するには、課税庁の違法を証

拠によって裏付け、説得力を持って陳述しなけれ

ばならない。これまでは、代理人として法廷で陳述

できるのは弁護士に限られていたが、所得税法の

改正により、税理士は租税に関する事項について、

裁判所において補佐人として陳述をすることが出

来るようになった。これにより、税務訴訟における納

税者側の勝訴率が上がることが期待されている。 

 

図表１ 終結件数に対する勝訴の割合 

年度 裁判の 

終結 

件数 

全面勝

訴、一

部勝訴 

の件数 

勝訴率 

平成１１年度 ４３０ ２６ ６．１％ 

平成１２年度 ３９７ ２２ ５．６％ 

平成１３年度 ４０４ ３３ ８・２％ 

平成１４年度 ３４６ ３３ ９．６％ 

平成１５年度 ４７３ ５３ １１．２％ 

平成１６年度 ４７８ ５７ １１．９％ 

平成１７年度 ５５９ ５２ ９．４％ 

平成１８年度 ４４７ ８０ １７．９％ 

平成１９年度 ３８７ ５５ １４．２％ 

（国税庁 不服申し立て及び訴訟の概要 を基に作成） 

 

２．所得税の概要 

 （１）所得税 

所得税とは個人の所得に対して課税される国の

税金である。１年間のすべての所得からあらかじめ

定められた所得控除を差し引いた金額を課税所得

という。所得金額は給与所得や事業所得など、そ

の性質によって分類され、収入や必要経費の範囲、

課税所得の計算方法が詳しく決められている。 

（２）給与所得 

    所得税における課税所得の区分の一つである給

与所得は、給料・俸給・賞与並びにこれらの性質を

有する給与に係る所得をいう。給与所得の金額は

次のように計算する。 

 

収入金額（源泉徴収される前の金額） 

－給与所得控除額＝給与所得の金額 

 

      収入金額は金銭支給されるもののほか、商品を

無償あるいは低い価格で譲り受けたことなどによる

経済的利益も含まれる。また、給与所得は必要経

費を差し引くことができないため、その代わりに所得

税法で定めた給与所得控除額を収入金額から差し

引くことができる。 

    その他、給与所得者が「特定支出」をした場合に

おいて、その年中の特定支出の合計額が、給与所

得控除を超える場合は、その超えた部分の金額を

さらに収入金額から差し引くことができる。この制度

を特定支出控除というが、「特定支出」の対象となる

のは以下の５種類のみである。 

   ・通勤費 

   ・転勤に伴う引越し費用 

   ・研修費 

   ・資格取得費 

   ・単身赴任者の帰宅旅費 

（３）退職所得 

    同じく所得税における課税所得の区分の一つで

ある退職所得は、退職手当・一時恩給その他の退

職により一時に受ける給与及びこれらの性質を有

する給与に係る所得をいう。退職所得の金額は次

のように計算する。 

 

 {収入金額（源泉徴収される前の金額）－退職所得控

除額｝×１/２＝退職所得の金額 

 

  ①退職所得控除額 

     退職所得は原則として他の所得と分離して所得

税額を計算する。また、退職所得等の支払いの際

に「退職所得の受給に関する申告書」を提出して

いる場合は、退職所得等の支払い者が所得税額
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を計算し、支払いの際に所得税の源泉徴収が行わ

れるため、原則として確定申告は必要ないが、提

出がなかった場合には、退職所得等の支払い金

額の２０％が源泉徴収され、税額の精算受給者本

人が確定申告をする。 

      

３．事例研究 

  ２．では所得税について、給与所得と退職所得の

概要を述べた。事例研究では、その２つの所得税に

おいて実際に行われた裁判例を挙げ、どのような判

決が行われたのかを研究する。 

 （１）サラリーマン税金訴訟（大島訴訟） 

      サラリーマン税金訴訟とは、所得税法の課税規

定が給与所得者に不利であることを理由に課税処

分の取消を求めて争われた裁判である。 

   ①概要と論点 

       給与所得者である大学教授が、給与所得と雑

所得があったが、確定申告をしなかったために

税務署長はこれを加算した決定と、無申告加算

税の賦課決定処分を行った。しかし原告は、給

与所得者に対する課税は事業所得者と比べて

不当に重い課税をするものであり、日本国憲法

第１４項第１項 1に反しているため無効であるとし

て出訴した。 

       原告の論点は主に、事業所得者には必要経

費の控除を認めるのに対し、給与所得者にはそ

れを認めないのは不公平であるということであっ

た。 

    ②最高裁判所判決 

            一審京都地方裁判所、二審大阪高等裁判所

ともに原告の請求を棄却し、最高裁へ上告した。

最高裁は大法廷において判決を下したが、原告

の上告を棄却した。上記の論点に対する判決は

以下の通りである。 

              「旧所得税法が必要経費の控除について事業

所得者等と給与所得者との間に設けた前記の区

                                                  
1すべて国民は、法の下に平等であって、人種、信条、性別、社

会的身分又は門地により、政治的、経済的又は社会的関係におい

て、差別されない。 

分は合理的なものであり、憲法第１４条第１項の

規定に違反するものではない」 

                  事業所得の金額の計算には、その年中の総収

入金額から必要経費を控除することが定められて

いる。一方、給与所得の金額は、収入金額から給

与所得控除の金額を控除することが定められて

おり、この給与所得控除には、給与所得者の勤

務に伴う必要経費を概算的に控除するとの趣旨

が含まれている。 

  ③結論 

        給与所得者は経費の実額控除を受けられない

ことは違法であるとした本件の訴訟により、給与

所得者が勤務に直接必要な特定の支出をした

場合に、その年中の特定支出の合計額が給与

所得控除額を超えるときは、その超える部分を特

定支出控除として控除することが認められた。 

    （２）納税告知処分等取消請求事件 

     ①概要 

        原告の設置するＡ高等学校及びＢ中学校の各

校長であったＣが各校長を退職し、Ｄ大学の学

長に就任するにあたり、原告が同人に対して同

高等学校の退職金を支払い、その際、本件の退

職金に係る所得は「退職所得」に該当するとして

所得税を源泉徴収し、これを国に納付したところ、

税務署長は「給与所得」に該当するとして、原告

に対し納税告知及び納付加算税賦課決定をし

たことから、原告は本件の各処分の各取消を求

めた取消訴訟である。本件の争点は、退職金と

して支払ったものが、所得税法３０条１項にいう

「退職所得」に該当するかどうかである。 

    ②最高裁判所判決 

      所得税法３０条１項2にいう「退職手当、一時恩

給その他の退職により一時に受ける給与」に当

たるというためには、それがⅰ）退職すなわち勤

務関係の終了という事実によって初めて給付さ

れること、ⅱ）従来の継続的な勤務に対する報償

ないしその間の労務の対価の一部後払いの性

                                                  
2 退職所得とは、退職手当、一時恩給その他の退職により一時に

受ける給与及びそれらの性質を有する給与に係る所得 
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質を有すること、ⅲ）一時金として支払われること

の各要件を備えることが必要であると言える。こ

れを本件で検討すると、本件退職金の算定方法

等からして、本件退職金が本件高校での勤続期

間における勤務に対する報償ないしその間の労

務の対価の一部後払いとして支払われたこと、

一時金として支払われたことが明らかであったこ

とから、「退職手当、一時恩給その他の退職によ

り一時に受ける給与」に当たるためのⅱ）、ⅲ）の

各要件を満たすということができる。 

   ③結論 

 本件に係る所得は所得税法３０条１項にいう

「退職所得」に該当するというべきであることから、

これを所得税法２８条１項にいう「給与所得」に

該当するとされた本件処分は、判断するまでも

なく違法であるとされ、税務署長が原告に対して

行った納税告知及び納付加算税賦課決定処分

をいずれも取り消した。 

 

４．まとめ―今後の課題― 

      税務訴訟は「勝てない代名詞」とも呼ばれるほど、

納税者側が勝訴する確率が低い。その背景につい

ては、税務訴訟における証明の程度が納税者側に

高く要求されていることや税理士が税務訴訟に関与

することができなかったことが挙げられたが、税理士

補佐人制度が創設されたことで、納税者側の立証が

的確に、説得力を持って行えるようになった。この制

度の導入後は、少なからず納税者側の勝訴率に変

化が見られるようになっており、今後の動向について

も期待したい。 

       また、税務訴訟では法解釈が問題となるケースが

多く、事例研究で取り上げた２つの事例も、法の解釈

をめぐる訴訟といえる。３－（１）大島訴訟は、給与所

得の必要経費控除について議論され、結果、給与所

得控除には必要経費を概算的に計算し、控除されて

いるということが示され、事例研究３－（２）納税告知処

分等取消請求事件では、退職金として原告が支払っ

たものは退職所得に該当するかどうかが問われたが、

退職に伴って一時に支払いを受けるという点で給与

所得とは異なってくるということが明らかにされた。 

     また、税務訴訟によって新しい制度が導入された

例もある。給与所得の裁判例として挙げた、３－（１）

大島訴訟は、結果として特定支出控除が設けられた。

しかし、その範囲は５種類のみとされており、手続きが

厳格であることなどからほとんど利用されていないの

が現状である。そのため、今後は特定支出控除の廃

止、又は、適用の範囲を広げるなどの検討が必要で

あると考える。 

     そのほか、退職所得との区分として、現行所得税

法では、一時金で受け取る場合には退職所得となり、

いわゆる年金方式で受け取る場合は雑所得（公的年

金）に区分されるとされている。退職を基としていると

いう意味では同様の性格であるのに、一時金方式と

年金方式では税の負担に差があることも課税上の問

題とされている。退職によって受け取るという点では

同様の意味を持っているのであれば、税負担の差を

なくすことが、今後望まれることである。 
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